
令和6年度

1

(1)

・ 満期保有目的の債券等

・
上記以外の有価証券で市
場価額のあるもの

・
上記以外の有価証券で市場
価額のないもの

・ 有形固定資産

・ 無形固定資産

・
所有権移転ファイナンス・リース取
引に係るリース資産

・
所有権移転外ファイナンス・リース
取引に係るリース資産

・ 徴収不能引当金

・ 賞与引当金

・ 退職給付引当金

(5)

・
た な 卸 資 産 の 評 価 基 準
及 び 評 価 方 法

・ 消費税等の会計処理

・
外 貨 建 資 産 ・ 負 債 等 の
本 邦 通 貨 へ の 換 算 基 準
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別紙１

社会福祉法人　枚方療育園 注　記　事　項

継続事業の前提に関する注記 該当なし

2

重要な会計方針

会計基準
平成28年度より、社会福祉法人会計基準（平成28年3月31日付厚生労働省令第79号）を適用し
ている。

(2)

有価証券の評価基準及び評価方法

償却原価法（重要性が乏しい場合は移動平均法に基づく取得原価法）

決算日の市場価格に基づく時価法

移動平均法に基づく取得原価法

(3)

固定資産の減価償却の方法

定額法

定額法

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

リース期間を耐用年数とし、残存価額を０円とする定額法によっている。

(4)

引当金の計上基準

金銭債権の徴収不能に備えるため、一般債権については徴収不能実績率等により、徴収不能
懸念債権については個別に見積もった徴収不能見込額を計上することとしている。

職員に対する賞与金の支給に備えるため、職員の給与等に関する規程に基づく翌期の夏季賞
与支給見込額のうち、当事業年度負担額に相当する金額を計上している。

職員に対する退職給付金の支給に備えるため、財）大阪民間社会福祉事業従事者共済会から
送付されてくる期末要支給額に相当する金額を計上している。

リース取引の処理方法

所有権移転外フアイナンス・リース取引のうち、リース料総額が300万円以下やリース期間が１年
以内のリース契約は、通常の賃貸借処理によっている。
また、リース取引開始日が会計基準（平成23年７月27日付通知）移行年度前の所有権移転外フ
アイナンス・リース取引で従来賃貸借処理を行っていたものについては、当該リース契約が終了
するまでの期間、引き続き賃貸借処理によっている。

(6)

その他の重要な会計方針

最終仕入原価法に基づく原価法

税込処理

該当なし

重要な会計方針の変更等 該当なし



(1) 法人全体の計算書類

(2) 事業区分別内訳表

(3)
社会福祉事業における拠点
区分別内訳表

(4)
公益事業区分における拠点
区分別内訳表

(5)
収益事業区分における拠点
区分別内訳表

(6)
各拠点区分におけるサービス
区分の内容

基本財産の種類 当期末残高

・ 土地 4,793,897,410

・ 建物 8,209,731,990

・ 定期預金 1,531,928

合　　計 13,005,161,328

7

種類 期末残高

基本土地

基本建物

その他土地

その他建物

計 1,863,994,000

当期末残高

・ 建物 基本財産 8,209,731,990

・ 建物 その他の固定資産 3,842,054,376

・ 構築物 その他の固定資産 869,022,610

・ 車輌運搬具 その他の固定資産 93,331,299

・ 器具備品 その他の固定資産 961,581,797

・ 機械装置 その他の固定資産 1,380,374

・ 有形リース資産 その他の固定資産 126,749,150

合計 14,103,851,596

4 法人で採用する退職給付制度
独立行政法人福祉医療機構の退職制度に加入している。

財団法人大阪府民間社会福祉事業従事者共済会の退職制度に加入している。

5

法人が作成する計算書類と拠点区分、
サービス区分

当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。

会計基準省令第１号第１様式、第２号第１様式、第３号第１様式

会計基準省令第１号第２様式、第２号第２様式、第３号第２様式

会計基準省令第１号第３様式、第２号第３様式、第３号第３様式

会計基準省令第１号第３様式、第２号第３様式、第３号第３様式

当法人では収益事業を実施していないため作成していない。

別紙添付のとおり
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基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額（帳簿価額）は以下のとおりである。なお、当期減少額には減価償却費
が含まれている。

前期末残高 当期増加額 当期減少額

4,793,897,410 0 0

8,242,880,964 618,926,570 652,075,544

1,531,928 0 0

13,038,310,302 618,926,570 652,075,544

基本金又は固定資産の売却若しくは処
分に係る国庫補助金等特別積立金の取
崩し

該当なし

8 担保に供している資産

担保に供されている資産は以下のとおりである。
担保している債務の種類および金額は以下のとおりであ
る。

2,987,740,000

3,540,551,245 計

期末帳簿価額 科目

設備資金借入金（１年以内返済予
定額を含む）

1,863,994,000

552,811,245

9

有形固定資産の取得価額、減価償
却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額 減価償却累計額

28,173,420,099 19,963,688,109

6,870,467,438 3,028,413,062

2,629,420,093 1,760,397,483

472,782,872 379,451,573

3,471,495,092 2,509,913,295

7,559,750 6,179,376

203,891,076 77,141,926

41,829,036,420 27,725,184,824



科目 当期末残高

種類 差額

円貨建債券 △ 57,530,000

0

0

0

0

合計 △ 57,530,000

役員の兼務等 事実上の関係

該当なし 該当なし

科目 摘要

事業未払金

13

14

15

リース資産の内容：
コージェネレーション設
備他

該当なし

債権額、徴収不能引当金の当期末残
高、債権の当期末残高

債権金額 徴収不能引当金

長期貸付金 2,768,260,531 403,535,654

11
満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿
価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。

10

1,434,470,000

2,364,724,877

取引の内容 年間取引金額 期末残高

評価損益算定の時価については、株式は取引所の価額、債券は取引所の価額又は取引金融
機関から提示された価額によっている。

貸借対照表計上額 時価

1,492,000,000

役員及び
その近親
者

1,492,000,000 1,434,470,000

12

関連当事者との取引の内容 関連当事者との取引の内容は次のとおりである。

種類
法人等の名称

法人等の所在地
資産総額 事業の内容

議決権の
所有割合

関係内容

　　　　　　　　②オペレーティングリース取引

リース関係　　①ファイナンス・リース取引

重要な偶発債務 該当なし

重要な後発事象 該当なし

合計

合併及び事業の譲渡若しくは事業の
譲受け

該当なし

16

その他社会福祉法人の資金収支及
び純資産増減の状況並びに資産、
負債及び純資産の状態を明らかに
するために必要な事項


